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1. 研究背景と研究目的

中国において、 新たな観 光 形態である農村観 光1)は、 農業の衰退の防止、 農民の収入増加、 農村産

業構造の転換 、 都市 と農村の交流 、 持続可 能な発展の促進など、 農村の活 性化につながり、 中国農村

部の「農業の低生産性」、 「農村の荒廃」、 「農民の貧 困」 といった三農問題 の解 決に重要な役割を果た

すことが期待されている。 中国国家観 光 局の調査によれば、 中国の自然観 光資源の70%は農村地域に

ある。 そのため、 一部の観 光 地に位置している農村では、 農家がその優 れた立地条件 を利用し、 観 光

地を訪れた観 光 客を対象にして、 現地特有 な食材を料理して提供 したり、 農産物を販売したり、 また

宿 泊や農業体験 でき る施設を提供 したりすることにより、 農村観 光 業を発展させ、 率先して小 康(や

やゆ とりのある) 生活 を実現している。 地方政府 はより多くの観 光 客を誘致 するために、 観 光 地の建

設に投資し、 国家級風景 区 ')にし て知名度を高めている。 同時に、 より多くの観光客を受け 入れるた

めに、 地方政府 は投資を呼び込み、 観 光 地周辺で 中 型・大型のホ テ ルや療養 所 などを建設することを

推進している。 その結果、 観 光 地住民である農民に、 より多くの農村観 光 業での就業機会を提供 する

ことができ ている。

他方、 中国の農村貧 困地域は観 光資源 が豊富な地域と空間的に重なっているため、 貧 困農村地域に

おいては、 農村観光に貧 困削減 という新たな期待が与え られている(朱ら、 2014) 0 2011 年、 中国国務院

は『 中国農村扶貧 開発綱要(201 1 -2020) .1を発表し、 初めて「旅遊扶貧 3)J を「産業(業種) 扶貧 4)J 

1) í農村観光」 の元々 の 中 国 語は「郷村旅遊」であ る 。 英訳 すれば、 Rural Tourism と な る 。 本論文では 、
日 本語 と し て使用されてい る 用 語 「 農 村観光」 を 用いた。

2 ) 国 家級風景区 の認定は、 風景区 の治安 交通 ・衛生状況 、 サ ー ピ ス レベル、 歴史・ 文化価値な どの品質 に
基づき、 総合的 に 評価 し 、 高い)lr�か ら 5 A 、 4 A 、 3 A 、 2 A 、 A級 の 5等級 に 区分 し てい る 。

3) í旅 遊 」 は 観 光、 「扶 貧」 は 貧 困 扶助、 貧 困 削 減 の 意 味で あ る 。 中 国で は 、 「旅 遊 扶 貧」 を Pro-Poor
Tourism/ Tourism poverty alleviation と 英訳され、 「 貧 困 削 減 の た め の 観光」 と 和訳されてい る 。 本研究で
は、 中 国 に お け る 観光事業 に よ る 貧 困 削 減 の 文脈 では 、 「旅遊扶貧」 を用い る 。

4 )  í各業種部 門 が 貧 困 地 区 観 光 開 発 の 改善 の た め に 資金、 プロ ジェ ク ト 商 で 貧 困 地区 に 傾斜的 に投資 し 且つ
国家が確定 し て 扶貧任務 を 完成させる 。 」 と 書かれた。

龍谷大学大学院 経済研究 No.  21 一 l 一



の範時に入 れ、 「貧 困地域の生態環境と自然資源の優 位 性を十 分 に発揮し、 先端的な実用技術の普及

および特色ある主な産業の育成 を重点に置き 、 旅遊扶貧を大いに推進させよう。 」 と指摘した。 さら

に、 2015 年には、 『 中 国国務院弁公庁関子進一歩促進旅遊投資和消費的若干意見』で12015 年から

2020年までの5 年間で、 観光発展により1200万人が貧 困から脱却する見通 しであるJ と発表し、 「貧

困脱却 を めぐり、 農民の自己組織(自発的に起業グループを作 り上げ る ) ・ 自己激励(自分 を励ま

す ) ・ 自己就業(自らで就業を実現する ) の創業モ デ ルを積極的に探索し、 農村観 光 を農村余剰 労働

力の現地就業を実現させる重要なルートにするりと強調した。 このように、 より多くの農家を農村

観光に参入 させ、 農民の農村観光業での就業を実現することによって、 農家の農外収入を増やし、 最

終的に貧 困から脱却し、 豊になることを重要な目 的として、 中央政府 は観 光資源のある農村 貧困地域

で観 光 開発を大いに推進してき た。

前述したように、 農家の農村観光参入形態は、 主に観光客に「食(飲 食) J 1住(宿 泊 ) J r感(感

知・ 体験 ) J r購(購買) J のサービスを提供 することである。 それを農民個人レベルで見れば、 就業

形態によって 3 分 類でき る。 ①「郷 土 料理の飲 食 庖」 、 「農家民泊 」、 「農業体験園j、 「農家楽 (食 ・

住・ 農業 体 験 を同時に提 供 で き る庖) J な どの 農 村 観 光 事業の庖を 経 営 す る よ う な 自己雇用

( s elf-employment) 型就業、 ②庖を持たずに、 路上で観 光 客に農産物 や工芸品などを販売するよう

な独立サービス型就業、 ③国営の風景 区や私営のホ テ ル・療養 所 に雇われる雇用型就業である。 それ

らの就業型に関して、 農民の自己雇用型就業に関する研究は多数蓄積されている。 D巴vi ne(1994 ) 

とMohapatra ら(2007 ) によれば、 先進国でも、 発展途上国でも、 農村地域において、 農民の自己

雇用と収入 向上は深く関わっている。 Henley(2002 ) とWi t. K ok (2014 ) は、 農民の自己雇用は収

入を高めるだけ でなく、 農村地域におけ る経済 の発展、 雇用機会の増加にも役立つことを指摘してい

る。 また、 Zhangら(2006 ) と石 ・ 頼(20l3 ) は、 中国農村において、 農民の自己雇用の規模 は小

さいが、 成 長速度は速く、 農家経済 の成 長にとっても無論のこと、 農村経済発展にも重要な影響要因

になっていると主張 している。 すなわち 、 他の就業型より、 農民の自己雇用型就業は最も望ましいと

示 唆している。 したがって、 観 光 開発の実行者 であり、 農民を農村観光業での就業を勧めている地方

政府 にとって、 農民の農村観光におけ る自己雇用型就業をいかに達 成するのを正 確かっ 効果的に支援

する方法を明確にすることは現実的な意義があると言え る。

ところが、 農村社会において、 家族は最も基本的な生産、 生活単 位 で、 あり、 同一農家に属している

農民の就業選択は、 その農家の家庭状況を反映したものであると考え られる。 また、 「経済人仮説 J

によると、 人間は経済 合理性を求 めているはずである。 つまり、 農家レベルから見ると、 観光開発を

展開している農村では、 農家 がどのような参入 形態( 1 戸の農家は農村観光に参入するかどうか、 何

型就業で何人の家族労働力を農村観光業で就業させるか ) で農村観 光 に参入するかは、 農家各自の家

庭状況の制約の下 の適正 な選択 であると考え られる。 また、 同じ就業選択 をした農民達 に対して、 属

している農家 が同じ特徴を顕 す場 合 が多い。 そのため、 自己雇用型就業者 がいる農家はどのような特

徴を持っているのか、 他の農家と比べ ると、 とのよう な相違点が見られ るか、 それらを解 明すれば 、

農村観光におけ る農家の参入、 及び農民の自己雇用型就業の実現に向け て解 決の糸口 が見つけ 出せる

と考え られる。

これまで、 中国の農村観光に関する研究は多数され ており、 「農村振興の可能性・効果J 、 「新農村

建設との関係」、 「持続 可能な観光開発」 、 「観光地住民の意識 」、 「観 光 客のニーズ」 など、 研究 内容 も

多様化している。 しかしながら、 農家の農村観 光 への参入に関する研究は極めて少ない。 その 中 に、

山村(2004 ) のみ、 中国麗江納西(ナシ ) 族自治県の黄山郷 白華行政村の成功 事例を挙げ 、 実地調査

に基づき 、 集 落の観光開発におけ る地域住民と行政との関係性の角度から、 「観 光 開発公司(会社 )

+農戸J (大手観 光 開発会社は農家と手を組み、 会社は農家に資金、 技術、 コ ン サルテ イ ン グなどの
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支援 を提供 し、 共に農村観光業を発展させる) といった農家の農村観光への参入型を論じた。 研究対

象は大手 開発会社が投資して建設された「農村観光示 範村」 であり、 風景 区 を頼りに自ら発展してき

た農村とは比較にならない。 また、 農村貧 困地域において、 農家の 平均所 得が低く、 稼働資金もあま

りなく、 農村観光事業を経営していると言っても、 自宅 や畑を簡単 に改造し、 民宿 やレストランとし

て観光客を受け入れるだけ である。 規模 が極めて小 さく、 個人や家族単 位 で経営活動を行なっている

が、 「個体工商戸引」 として政府 部 門で正 規に登記されるものは非常に少 なく、 税務監督管 理から漏

れている(張 、 201 0 ; 許、 2015) 。 その他、 路上での臨時販売も、 期間的に雇われ るのも、 労働関係

が不安定であり、 社会保障 システ ムに組み込まれていないといった理由で、 政府 の管 理から外れ、 公

的統計(Offi ci alS t ati s ti cs) データは存在していない。 そのため、 中 国農村'貧 困地域における農民の

農村観光業の就業実態を正 確に把握するには、 実地調査 が不可 欠となっている。

したがって、 本研究では、 観光開発が実施された農村貧 困地域を研究対象地とし、 実地調査の研究手

法を採用する。 調査で得られた一次デ ータ に基づき 、 農民の農村観光業の就業実態を把握し、 自己雇

用型就業者 がいる農家の特徴、 および農家の農村観光における参入形態選択 に影響を与え る要因を明

らかにすることを研究目 的とした。

II. 調査地選定と調査の概要

2.1 調査地選定の理由

活(2020) によれば、 今まで 中国の貧 困地域におけ る農村表I 中部地域6省お よ び中原経済区5省

観光に関する研究は、 政府 主導型の成功 事例を挙げ 、 政府 が に おけ る 農村貧困人口 と 貧困発生率

農村観光建設や貧 困削減 活 動の 中 で果たした役割を積極的に

評価する形になっている。 研究対象地域は少数民族地域に偏

重する傾向にあり、 他の地域を見落としている恐れがある。

したがって、 本 研究では漢民族地域に目 を向け、 豊富な観光

資源を持ちながら貧困問題 が際 立つている河南省洛陽市汝陽

県の農村を研究対象地とした。 河南省、は 中国の 中 部地区 6) �こ

属し、 地域の大部分が黄河の南に位置しているため河南と称

されている。 省 内の漢民族人口のシェアは98 . 7 8%(201 8年

末 ) で、 全 国の上位を占めている。 経済 発展は沿海部 より遅

(2018年)

省
農村貧困人口数 農村貧困発生率

(万人) (%) 
江西省 63 1.8 
湖北省 67 1.6 
湖南省 105 1.8 
河湾省 168 2.1 
山西省 74 3.0 

安量産省 67 1.3 
河北省 63 1.1 
山東省 。 。

j主・太字は中部地域6也、で守 斜体は中原緩済区に関与

れており、 2004年に 中 部l堀起計画7)の対象地域となり、 さら している5省である。

に201 0年に 中原 経済区 8)の 中心地として国務院 に指定され、 出所『中罰農村貧困�現憎告2019jによる筆者作成

経済発展の重点省 として全国の関心を集めている。 しかしながら、 今日に至るまで、 中部地域6 省 に

おいても、 また中原 経済 区 が関与している5 省 においても、 河南省 は最も多くの農村貧 困人口を抱え

て、 貧 困発生率も全 地域の 2番目 に高い省 である(表1 を参考 されたい) 。 農村貧 困人口の地域分布

から見ると、 西部の伏牛山山脈、 南部の大別山山脈と桐柏山山脈の奥地、 東南部の准河沿岸の窪地に

5 ) 中 国では「個 人経営 企業」を「個体工 商 戸」 と l呼ぶ 、 一般的 には経営者家族以外の被雇用 者が 5 人以下 、
農業以外 に従事す る 小規模な事業体で 、 個 人経営 企業 と し て登記されてい る も の を 指す。 中 国 国務 院 「城郷
個体工商戸管理暫行条例J 1 987 年 8 月 5 日

6 ) 中 国 の 中 部地域は沿海部 に隣接 し てい る 山西 、 安徽 、 江西、 河 南 、 湖 北 、 湖 南 の6 省 を 指 し てい る 。
7 ) 中国政府は地波発 展計画 と し て「西部大 開発 」 、 「東北地域の振興j に続き、 200 4年 に 中 部 地域発展 の挺入

れ政策 と し て 「 中 部臓起計画」 を 正式 に 提起 し た。
8 )  2010 年 7 月 に 、 中 国 国務院は「河南省 の 中 原経済区 建設 に関す る 指導意見」 を発表 し 、 河南省全域 と 周辺

の 河 北 、 山西、 安徽、 山東 4 省 の 一 部 を 含む地域 を「 中 原経済区」 と 指定 し た。
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集 中 している( 王ら、 2000) 。

洛陽市 は河南省 に所属し、 中国の 中 でも特に悠久 の歴史 を誇っていて、 古代 中国王朝 の 中 に1 3朝 の

首都 でもあった。 人文歴史観光資源は勿論、 自然観光資源 も恵 まれて、 国家級 風 景区 の所有数 は河南

省 の一位 である。 風 景区 の地域分 部は、 西部の伏牛山山脈に集 中 しており、 河南省 の農村貧困人口の

地域分 布 と重なっている( 付ら、 201 2) 0 2006 年に河南省政府 は「伏牛山観光地開発戦略 」 を決定し、

201 3年に観光開発を初歩 的に完成 した。 洛陽市 の管轄下 にある汝陽県 、 嵩県 、 奈 川県 の 3 県 は開発対

象範囲に含 まれている。 汝陽県 は牛伏山 山脈 の北 に位置し、 「伏牛山観光の北 大門 」 と呼ばれ、 治陽

市 が管轄する6 市轄区 ・ l県級 市 . 8 県 の 中 で年々年間の一人当たり可 処分 所 得が最も少ない県 であ

り、 201 2年から「国家扶貧工作 重点県9)J として認 定されている。

J女陽県 の付 庖鎮 は、 汝陽県 の西南角に位置しており、 汝陽県城から 36 k m離れ ており、 「伏牛山観

光 開発戦略 」 で開発された「西泰山国家風景 区 」 を背にしている。 総人口は 1 万7300人であり、 14の

行政村を管轄している。 うちのA . B . C村の 3 つの行政村は西泰山国家風 景区 の入り口に位置し、

同じ村民委員会によって管理されている。 絶 好 の立地条件 を持っているために、 新農村の建設は、 自

然景観 の見物を主目 的とする観光客に宿 泊 や飲 食、 釣りや農産物 ( 桃・桜桃 ・葡 萄 など) 狩 りなどの

サービスを提供 する方針 の下 で、 201 0年から観光型農村の建設として始められた。 さらに、 中央政府

の í2020年全 国貧 困脱却」川 という呼びかけ に応え るために、 i汝陽県 政府 は2014年末 に旅遊扶貧 政策

を導入し、 より多くの農家を農村観光に参入 させることを推進した。

2.2 調査の概要

(A) 調査方法 農民の農村観光業の就業実態を把握するために、 筆 者は2020年5月末 に河南省洛

陽市汝陽県 の付 庖鎮 が管轄する 3 村で農家を対象に聞き 取りおよびアンケート調査を実施した。 アン

ケート調査に先立ち 、 偏りないサンプル抽出ができ るよう、 本調査の一ヶ月前 に電話にて各村の概況

について事前調査を行い、 党員 之家11)および村民委員 会からアドバイスを得た。 本調査の際 に、 l世

帯 につき lサンプルの原 則lで、 村の統計デ ータ を参考し、 各村の約 半数、 合計370世帯 ( 3 村 732 世帯

の約51 %) を抽出した。 村 民委員会のスタッフ l人と村の事情に詳しい村民代表l人と一緒 に農家を

直 接 に訪問し、 事前 に作 成 した調査票 を用いて世帯 の代表者 に答案 を記入してもらったり、 調査者 が

聞き ながら回答 を記入したりして問、 最後に有効な調査票 295部 (有 効回答 率80%) を回収した。

(B) 調査票・ 調査票 は 3 つの部分から構成 される。 第 l部 では、 農家世帯 の家族全 員 に関して

「自己雇用型就業者 」、 「雇用型就業者 」、 「独立サービス型就業者 」 の有 無を質問し、 農家と農村観光

の関係を確認 する。 そして、 それぞれ の労働内容 と労働場 所 を尋ね、 農民の農村観光業の就業実態を

明らかにする。 第 2 部は、 農家の内部資本について設問している。 ①人的資本 農家の家族構成 と構

成 員の基本属性(性別・ 年齢・健康状態・婚姻・学歴・政治身分 など) 、 ②貨幣 資本ー 農家の収入

(経 営 性・給料性・資産性・移転 性) と貯金額 、 ③固定資本 耕地-林地・住宅 の面積、 私有 車・大

型農耕機 の台数 という項目 が含 まれている。 第 3部 は、 農家の外部資本と言え る社会ネットワークに

ついて質問しており、 親戚(直 系・傍系親 族) 又 は友 人の人数 、 及び仕 事内容 の項目 が含 まれてい

9 )  1 986 年 に 、 農 村住民l 人あ た り の 年間純収入が1150元 を下回 る 331 県が「 国家級 貧 困 県」 と 認定され 、
2001 年 に 「 国 家扶貧工作重点 県」 と 改称され た。 2014年 に 、 中 国 国務 院 貧 困支援弁公室が改 め て8 23 県 を認
定 し 、 発表 し た。 河南省 には31県あり 、 それ ら は12の 市 に 分布 し てい る が 、 i各 陽市だ けで 5 県があ る 。

10 ) 2011 年 に入 り 、 国務 院が「 中匡|農村扶貧 開発綱婆(201ト20 20 ) J を発表 し 、 20 20 年まで絶対 貧 困 を撲滅
し 、 小康社会 を全面的 に 実現す る 目標 を提起 し た。

11 ) 村 民委員会 の仕事 を監督す る 地方 政府 の直属機関であ る 。
1 2) 農 民 の 中 に 文盲や教育水準がかなり低い方はい る た め 、 調査者が説明 しなが ら 農家 の回答 を記録 し た ケ ー

スもあ る 。
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る 13)。

(C) 調査地の 3 村の概況 表2 で示したように、 調査対 象地域としている 3 村は、 合計732戸2572

人であり、 l戸あたりの人口は3 .51 人 、 浴陽市 (3. 88人) と汝陽県の平均(4 . 20人) より少ないが、

河南省 の平均(3. 32人) より少々多い。 60歳 以上の人口は439 人(17 .1 %) 、 16歳 から59歳 までの労働

人口は1585人(6l .6%) である。 山地なので、 耕地面積が少なく、 一人当たりの耕地面積が0 . 66ムー

で あ り、 河 南 省 平 均(2 . 64 ムー) の 1 /4 に も満たな い。 平 均収入(6100 元) に 関 し て、 河南省

(1 3830元) と洛陽市 (1 3637元) の半分以下 で、 汝陽県 (1 1 067元) の半分ほどであり、 かなり貧しい

地域である。 以上は戸籍 デ ータ であるが、 村民委員会の 話では、 農民 の 居住実態から見れば 、 老齢化

は依然として深刻で、 ある。 一方、 明るい 側面は、 近 年、 農村観 光の流 行によ って、 多くの観 光客が 村

に訪ねてき ているために、 以前 都市 部での出稼ぎ に出た農民工が帰郷 して、 労働力人口は5 年 前 に比

べ て増加傾向にある。

表2 調査地域の概況

河南省農村
洛陽市農村

汝陽県農村
鍋査t也

総人口(人) 46380000 5136153 460562 2572 

平均世帯規機(人) 3.32 3.88 4.20 3.51 

労働力人口比率(%)注1 61.8% 61.6% 

601議以上の人口比率(%) 16.7% 17.1% 

1人当たりの耕地面積(ムー/人) 2.64 1.27 0.84 0.66 

1人あたりの収入(元)連2 13830 13637 11067 6100 

j主l 河南省、 の労働 力人口は1 5歳� 59歳 の人口数で集計されてい る 。

調査地は16歳� 59歳の人口数で集計されてい る 。

注 2 河南 省目洛|場市・ 汝|場 県 の収入は年間平均可処分所得であ る 。

調査地は2018 年 の 農民 の 年間平均純収入であ る 。

出所 『河南 省 統計 年鑑 (201 9) J 、 『洛陽市統計 年鑑 (201 9) J 、 『農 村

統計 年鑑 201 9J 、 村民委員会所有 資料 に よ る 筆者作成

E 農村観光における農家の参入実態

3.1 農村観光における農民の就業実態

本 研究 では、 家族 の 中 に農村観 光 業就業者 がいる場 合、 その農家 は農村観 光 に参入したと見なし、

参入農家と呼び、 それ以外の場 合 は 非参入農家と呼ぶことにした。 本調査の対象295戸農家のう ち 、

参入農家は 全体の56%(165戸) である。 前述したように、 農家世帯 の家族 員は、 個人レベルから見

れば 、 自己雇用型就業、 雇用 型就業、 独立サービス 型就業という 3 つの就業 型で農村観 光 業に従事し

ている。 農家で集計し直 すと、 図lのようになる。 自己雇用型就業者を持つ農家 が1 24戸の うち 、 農

家楽の経営を選択したのが最も多く(47戸、 1 24戸中38%) 、 次いで飲 食庖(36戸、 124戸中29%) 、 農一

業体験 農園 (20戸、 1 24戸中16%) 、 農家 民泊 (1 8戸、 1 24戸中15%) の順 である。 予想 に反して、 多

くの自己雇用型就業者は、 より要求の 厳しい農家楽を選択し、 資金や人力の必要が低い農家民泊と農

業体験園を選択したのは ご く一部 である。 雇用 型就業者を持つ農家(47戸) については、 選択肢が少

なく、 私営のホ テ ル(1 9戸、 47戸中40%) か国営の風 景 区 (20戸、 47戸中43%) のどちらかを優 先的

13 ) 質問票 の項目 に関す る 設定理由 については 、 次 の変数説明 を参照されたい。
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に選択し、 残りは農家経営の農村観光事業( 8戸、 47戸中17%) でアルバイトをすること凶を選択し

ている。 調査地では農村観光事業の経営はほぼ家族経営であるため、 従業員は家族員のみとなってお

り、 他人を雇用するのは繁忙期( 4月後半から5月まで ) に限られている事情を反映していると言え

る。 独立サービス型就業者を持つ農家(140戸) の就業内容に関しては、 最も多く従事しているのは

農産物 や工芸品の販売( 63戸、 140戸中45%) であり、 観光客の送迎( 27戸、 140戸中19%) は2番目

に多く選ばれている。 ガイド15)と登山道具などのレンタ ルは各々同じ比率(14戸、 140戸中10%) で

選ばれている。 近年は天然・ 自然なものがいいという声が高くなっているため、 せっかくに農村にき

ているから、 農家自家製な物を買うことに熱中している観光客が多いようである。 そのため、 約 半分

の独立サービス型就業者は農産物 や工芸品などの販売を選択している。 また、 中国の農村観光は、 都

市 住民がマイカーで農村部に出かけるのは一般的であるため、 送迎サービスの必要が重要ではなく

なっている傾向にある。 なお、 時間を効率的に使用しようとする農民は、 同時に 2 つ以上の農村観光

業で就業していることが今回の調査で明らかになった 。

.， 

m 

量車体厳司
20(1."1 

飲量底
話{四叫

図1 農村観光 におけ る農民の就業実態

且村観光司匹車

ホテル
，.似肌1

その他

22(1'''1 

観光客の送迎
27(1開l

自己車用型就聾者を持つ轟軍(124芦} 雇用型紙草者を持つ揖軍(47戸} 独立サービス型車I草者を持つ畠軍(140戸l

出 所 ア ン ケ ー ト 調 査 に よ る 筆者作成

3.2 農村観光における農家の参入実態

図 2 は農村観光就業型における参入農家のチョイスである。 l戸の農家には1種類の農村観光業就

業者しかいないに限らなく、 2種類以上の農村観光業就業者 がいる農家も少 なくない。

1種類の農村観光業就業者しかいない農家(109戸、 165戸中66%) に関して、 自己雇用型就業①を

最も多く選択されている(65戸、 109戸中 60%) 。 次いで独立サービス型就業①( 24戸、 109戸中

22%) 、 雇用型就業②( 20戸、 109戸中1 8%) である。 農家が初歩 的に農村観光に参入しようとする場

合、 家庭労働力を農村観光事業の経営である 自己雇用型就業に配置する傾向が強いと示唆している。

また、 2種類以上の農村観光業就業者がいる農家(56戸、 165戸中34%) についてみると、 自己雇

用型就業者 ①と独立サービス型就業者③が同時にいる農家(29戸、 56戸中52%) が最も多く、 次いで

雇用型就業者 ②と独立サービス型就業者③が同時にいる農家(17戸、 56戸中30%) 、 最後は自己雇用

型就業者 ①と雇用型就業者②が同時にいる農家 、 および3種類農村観光業就業者CI②①が同時にいる

1 4) ここでの 「農村観光事業で の ア ルバイ ト 」 は 、 他 人 の 庖で 日 給 をも ら う こ と を目的 と し てい る ア ルバイ ト
のこ と であ る 。

1 5) ここで の 「 ガイド」 は 、 きちん と 資格 を 持って 、 客 を案内 し たり 、 見物の説明 を し たりす る 正式なガイド
ではな く 、 個 人で 山道の案内 を す る こ と を指 し てい る 。
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図2 農村観光就業型 に おけ る 参入農家のチョイス

③ Gゆ
17戸(30%)

Gだ鴻
5戸(9%)

③Î) 
5戸(9%)

注 ①自 己雇用 型就業者、 ②雇用 型就業者 、 ③独立 サ ー ビ ス型就業者

出所 ア ン ケ ー ト 調査 に よ る 筆者作成

農家(各々は5 戸、 56戸中 9%) である。 選択の頻度から見ると、 独立サービス型就業③が最も多く

選ばれ(51戸、 56戸中91%) 、 次いで自己雇用型就業①であり(39戸、 56戸中70%)、 最後は雇用型就

業②( 27戸、 56戸中48%) である。 したがって、 より多くの家庭労働力を農村観光業に配置しようと

する場合、 農家が農 村観光事業を経営しながら、 独立サービス型就業を選ぶ傾向が強いである。 つま

り、 同時就業を選ぶ場合、 農家にとって、 独立サービス型就業③は最も取りやすい就業型であると言

える。

3.3 農村観光における農家の参入形態

調査結果によれば、 農家 の農村観光への参入形態は多様で

あり、 本 研究は自己雇用型就業者 を焦点に当てているため、

自己雇用型就業者 がいるかどうかを基準にし、 農家 の農村観

光における参入形態を 2 分 類にした(図 3 を参考されたい)。

また、 自己雇用型就業者 は観光者を受け入れる施設を持ち 、

経営活動が行われているため、 本 研究では、 庖の規模や政府

登記に関係なく、 創業と見倣し、 自己雇用型就業者 がいる農

図3 農村観光 に おける 農家の参入形態

家を創業型農家と呼び、 それ以外の参入農家を非創業農家と 出所 筆者作成

呼ぶことにした。

N. 農家の農村観光参入に関する決定要因分析

4.1 変数説明

農村観光業は農村地域における非農業産業であり、 農民の農村観光業での就業は農外就業の一つで

ある。 そのため、 農民が農村観光業で就業するかどうか、 どのような就業型で就業するかは、 農民の

就業行動選択と見なすことができ る。

中 国における農家労働力の就業行動に与え る影響要因に関して、 これまで楽 (2002 ; 2004 ) 、 梶谷

ら(2004 ) などに定量分 析がなされている。 楽(2002) は、 個人属性および職業経験を沿海部の農村

労働力就業行動(出稼ぎ/現地就業 ) の潜在的影響要因として分 析し、 労働力の前 職と現職の業穫が

最も影響する要因であり、 他に年齢や婚姻状況などの個人属性も関係していることを明らかにした。
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楽 (200 4 ) は、 個人属性を農村既婚女性の就業行動(就業/非就業 ) の潜在的影響要因として分析し、

技能資格、 学歴、 および配偶者の職業が主な影響要因であることを指摘した。 梶谷 ら(200 4 ) は、 四

川省 およびi折江省 の農民の就業行動(非農就業・出稼ぎ/農業 ) に着目 し、 世帯主および世帯員の属

性、 世帯の経済状況、 村の平均収入水準を農民の就業行動の潜在的影響要因として分析した。 その結

果、 主な影響要因は村の平均収入水準、 農家家族員の一人当たりの耕地面積、 平均教育年数、 標準語

能力、 農家の世帯人口 、 女性率であることが明らかになった。

ただし、 以上の研究は農家の社会ネットワークに関わる社会関係資本の要因については検討されて

いない。 A. Port es (199 8 ) とT.Frye， E. Zhuravskaya (2000 ) によると、 財産権制度が不確定であ

り、 伝統文化の影響が強い社会においては、 社会ネットワークの役割が無視でき ないとの指摘があ

る。 また、 特に血縁・ 地縁が 中心的紐帯で構築された中国農村社会において、 伝統的なネットワーク

から結ばれる社会関係は波のようにだんだん広がっているとともに、 人々の合理的行為にも影響して

おり、 血縁・地縁の社会ネットワークが人々にとって重要な価値を持つ資源であるとの指摘がある

(費、 1985 ) 。 そのため、 中国農村観光における農家の就業行動に関して、 社会ネットワークが就業行

動に与え る影響要因のーっとして、 検討する必要性があると言え る。

なお、 中国における農家の社会ネットワークを測る尺度に関しては、 研究の視点によって異なって

いる。 就 業選択に関しては、 「よく連絡をとる親戚 友 人の人数」 が最も多 く 用 いられている

(Zhangら、 2003 ;蒋ら、 2007 ;周ら、 2016 など ) 。 したがって、 本 研究では、 「何かあったら、 助け

てくれる親戚 友人の人数」 を用いている。 また、 中国農村地域における農民創業の重要条件である

「政策J I資金J I技術J I情報」 に着目 し、 助けてくれる親戚と友人のうちの村幹部の人数や政府 部門

で働く親戚・友人の人数、 金融機関で働く親戚-友人の人数、 中 大型観光企業で働く親戚・友人の

人数を問う項目で、 社会ネットワークの測る尺度を拡張して試みた。 村-幹部である親戚 友人の人数

や政府 部門で働く親戚・友人の人数を問うことによって、 政策と技術教育の利用の機会を計測するこ

とになり、 金融機関で働く親戚-友人の人数を問うことによって、 融資など創業資金の獲得の機会を

計測することになる。 また、 中 ・大型観光企業で働く親戚・友人の人数を問うことによって、 迅速的

に観光に関する情報の獲得機会を計測することになる。 したがって、 本 研究では、 表3 で示したよう

に、 農家が所 有している内部資本 である人的資本 (農家戸主の属性および農家家族の属性 ) 、 経済資

本 (貨幣資本 ・固定資本 ) 、 および外部資本 である社会ネットワーク(親戚-友人 ) が農家の農村観

光参入形態の潜在的影響要因であると想 定し、 農家の農村観光参入形態のミクロ的決定要因を分 析す

る。

4.2 異なる参入形態の農家の特徴

本 研究では、 異なる参入形態の農家が所 有している資本を比較することによって、 農家の特徴を明

らかにしておき たい。

農村観光における農家の参入形態は、 ①創業型農家(以下、 G1 とl呼ぶ ) ②非創業型農家(以下、

G2 と呼ぶ) ③非参入農家(以下、 G3 と呼ぶ ) といった3 つのグループがあるため、 一元配置分 散

分析を用いて、 統計的有意差があるかどうかを見分 けた。 まず、 38変数を投入した分散分 析の結果に

おいて、 24 変数のF値が5%有意水準でグループ問に有意差が見え る。 それらを変数の意味に基づい

て再分 類してみれば、 5 分類でき た。 ①戸主の属性である「戸主の年齢J I戸主の健康状況J I戸主の

学歴J I戸主の政治身分 A(共産党員 ) J I戸主の農業従事状況」、 ②世帯の属性である「世帯規模」

「平均健康状況J I平均学歴」、 「共産党員の有無」、 ③世帯の構成である「学齢人口率J I労働力人口

率」、 ④世帯の経済状況である「貯蓄J I家族総収入J I一人当たりの耕地面積J I一人当たりの林地面

積J I一人当たりの住宅面積J I私有車の保有台数」、 ⑤世帯の社会的ネットワークである「村幹部で
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変数

税孟瓦�竺変数

戸主町性別

戸主の年齢

戸主的健康状il1.

戸主の結婚状況

戸主由学歴

戸主回出穂ぎ経験

戸主的轟轟従司区状

;見

農
戸主の政治身分A

軍 戸主由政治身分B

の 世帯持続模
人

平勾年齢
約
貰 平均健康状況

量
平均学歴本

軍
田 出棺ぎ経験

内 男性人口事

部
乳幼児人口車

貰
本 学齢人口車

労働力人口串

老人人口事

共産党員の有精

村幹部町有情

貯金
貰9官貰本

家康総般入
人当たりの耕地

面積

固
1人あたりの耕地

定 面積
人当たりの佳宅

貰 箇積
2伝

私有率

塵耕纏

親戚人数

村幹部である親戚

白人数
政府部門で働〈親

感の人数

理
社

金融機関で鋤〈親
会

軍 戚の人数
ネ 中 大型観光企業の
ツ で鋤〈貌厳白人数

外 ト
昔日 主人人数

ワ
資 村幹部である宜人

'" の人数
ク 政府部門で働くま

人の人数
金融担韓関で働〈宜

人的人数
中 大型観光企畢
で働く草人の人数

符号

y， 

Xl 

X， 

X3 

x‘ 

X5 

X. 

I x， 
X. 

X9 

XlO 

Xll 

X.羽

X" 

h・

Xi5 

X16 

X17 

X18 

X19 

X初

Xn 

X" 

X23 

X，. 

X2S 

Xぉ

X" 

X，. 

X" 

X30 

X31 

Xn 

X" 

X" 

X" 

X" 

X" 

X38 

表3 変数説明

解釈(単位)

Yl=創業揖車， Y2=非fJ雛壇家。 Y3=非参入車京

女役"，，0， 男性= 1 

実際年齢(総}

不良-1普通-2，良好事.3

来11=1 結婚. 2， 腿11右足3 死別=4

文盲=1，小"'-2，中毒事-3高後 緩衝学後荷量=4，大導/大型炉益事11ぴ以上-5

なし. 0，'"リ-1

従箪しない-0 後続する-1

!U�.o， 終段党員である現1

民衆軍O 村幸宇都である.1

t宝梅人口敏(人〉

"1集貨の年働組/家銭入日放(81)

...集会員の錦織状況の合計/稼飯人口

16簸以上の家族買の学園の合計/回線以ょの家鍍人口(1iI)

出稼ぎ緩験がある"1笑貨は磨本い吻合""0，屠る鳴合4

男性人口敏/世裕人口数(人}

01itω6裁の人口敏/世裕人口敏(%)

7縁ー1581の人口敏/世帯人口数(%)

16.-59鏡の人口敏/世帯人口敏(%)

60級以上の人口/t量得人口敏(%)

共き章受員無の1II合宿0，有の唱会抵1

約射線無の場合-0有の緬合-1

(元)

2019年農京の総収入(元)

皇家所有の絹地面積/世裕人口数{ムー)

.家所有の称地面積/世帯人口敏(ムー)

.家住宅面積/世帯人口敏(ムー)

払有.の保有台数{省)

.緋機の保有台数(命}

何かあづたり， ，，，，げてくれる続戚の入敏(人)

材Iffl\!である親戚の人数(人〉

政府筋肉で働〈輯戚の人敵(人)

金益金織関で働く観厳の人数{人)

.. 大��電光会第で働く観戚の人数(人)

伺かあったら， 助けてくれる友人の人数(人)

村野郎である友人の人数(人}

訟府gß門で働〈友人の人数(人)

金敵機関で働〈友人の人数(人)

中。大型観光企業で鋤〈笈人の人数(人)

度数 最小値 最大f直 平均値 標準備義

195 1 3 2.09 0.888 

295 。 i 0.97 O.i81 

295 26 73 48.43 10.255 

295 1 3 2.87 0.417 

295 3 4 2.11 0.443 

295 : ち 2.96 0.651 

295 。 : 0.81 0.390 

295 。 : 0.68 0.467 

295 。 : 0.14 0.350 

295 。 、 0.06 0246 

295 8 3.67 1.132 

295 17 67 37-42 11.164 

295 2 3 2.90 0.230 

295 1 4.67 2.93 0534 

295 。 1 0.96 0.190 

295 。 1.5 0 .54 0.166 

295 。 0.5 0.03 0.083 

295 。 0.75 0.18 0.115 

295 。 l 0.60 0.258 

295 。 1 0.19 0.258 

295 。 1 0.17 0.376 

295 。 l 0.08 0.279 

295 01 60000 8374.92 11342.673 

295 1 3390 64800 30411.64 12099.831 

295 。 2.60 066 0475 

195 01 25.60 2.30 3.100 

295 1 16.67 250 80.52 36.113 

295 。 3 0.51 0.588 

295 。 1 0.04 0.206 

295 。 】6 268 2.382 

295 。 3 0.16 0.399 

295 。 2 0.07 0.321 

295 。 3 0.23 0.578 

295 。 2 。06 0.284 

295 。 J5 1.93 2-137 

295 。 3 0.13 0.420 

295 。 2 0.03 0259 

295 。 5 0.15 0.500 

295 。 2 0.05 0.255 

出 所 ア ン ケ ー ト 調 査 に よ る 筆者作成

龍谷大学大学 院 経済研究 No. 21 -9 



ある親戚の人数J I金融機関で働く親戚の人数J I 中 ・大型観光企業で働く親戚の人数J I友人の人数」

「村幹部である友人の人数J I政府 部 門で働く友人の人数J I 中 ・大型観光企業で働く親戚の人数」で

ある。

表4 異な る参入形態農家の所有資本に おける 有意差の検定結果

変数名 阪位

戸主の年齢 3，2，1 

戸主的健車状況 1>3>2 

戸主由学援 1>2>3 

戸主の政治身分A

(共産党員)
1>2>3 

戸主の量車従事状 3>2>1 
況

世帯規撞 1>3>2 

平均餓車状況 1>3>2 

平均学歴 1>2>3 

平均の差は0.05水準で有意です固

有意蓋ある
グループ

lと3

1と2; 1と3

1と2; 1と3

1と3

1と2; 1と3

lと2;1と3

1と2

lと3

E数名 順位

共産党員の有無 1>2>3 

学齢人口事 3>2>1 

労働力人口調巨 1>2>3 

貯蓄 1>3>2 

車族総収入 1>3>2 

1人あた1)の耕地面 2>3.>1 
積
l人あたリの林地面

1>2>3 
積
1人あたリ町住宅街 1>2>3 
積

出 所 多重比較検定結果 に よ る 筆者作成

有意豊島る
グループ

E数名 順位

1と3 私有車田保有台数 1>3>2 

1と3 村鮮欝である親戚 1>2>3 
由人数

1と3
金融機鑓で働〈繊

1>3>2 
戚町人数

1と2; 1と3
中 大型観光企轟

で働〈親戚町人数
1>2>3 

lと2; 1と3 主人白人数 1>2>3 

lと2; 1と3 村幹部である主人

白人数
1>2>3 

1と3
政府部門で働〈宜

1>2-3 
人の人数

lt3 中・大型観光企車 1>2>3 
で働く左入の人数

有意差ある
グループ

1と2; 1と3

lと3

iと2; 1と3

1と2; 1と3

1と3

1と3

1と3

lと2; 1と3

上述した24 変数において、 3 つのグループの 中 で少なくとも 2 つのグループ聞に有意差があること

が明らかになった。 具体的にどのグループ聞に有意差があるかを判別するために、 多重比較(Tukey

HSD) を行った。 表4 は多重比較検定結果のまとめである。 検定結果によれば、 Glはあらゆ る面で

最有利および最多の資本を持っていると言え る。

① 戸主の属性において、 Glの戸主は最も若くて健康状況も最良である。 彼らの学歴が高く、 政

治身分 が共産党員であるケースが最も多い。 そして、 ほとんど農業に従事していなく、 農業労働から

離れていると言え る。 それに反して、 G3 の戸主は年齢が最も高く健康状況も比較的悪い。 彼らは学

歴が低く、 政治身分 が共産党員であるケースも最も低い。 それに、 農業と密接 しており、 頻繁に農業

労働を行なっていると言え る。 これらのことは、 若年層の人が、 チャレンジ精神があり、 新しい物 事

を受け入れやすいことを示唆している。 それに、 学歴の高い人は、 リスク回避の能力も比較的高いと

思われる。 そのため、 年齢が若くて学歴が高い戸主を持つ農家は、 農村観光業に参入することを選ぶ

傾向にあり、 農村観光業の経営という創業型参入形態を選ぶ確率が高いと考え られる。 また、 中国で

は、 共産党員として、 共産党の政策方針に従って、 真剣に実行することが求められているため、 農村

観光を推進している地域では、 共産党員である農家戸主が農村観光に積極的に参入することを選ぶ傾

向が強いと考え られる。

② 世帯属性において、 Glの世帯規模が最も大き く、 世帯員の健康状況も最良である。 世帯員の

平均学歴が高く、 共産党員である家族員が最も多い。 それに対して、 G2 の世帯規模が最も低く、 平

均健康状況も 3 つのグループの 中 に最も悪い。 G3 の平均学歴が最も低く、 家族員の 中 に共産党員が

最も少ない。 それは、 世帯規模が大き いほど、 バランスを調整しながら、 家庭の労働力を最適な労働

現場 に配置する可能性が高い。 そのため、 世帯規模が大き い農家が、 多くの労働力を必要とする農村

観光事業の経営に家庭労働力を配置することを選択すると考え られる。 それに、 共産党員が多い農家

に対して、 共産党員である世帯員は自発的に農村観光に参入する可能性が高いと考え られる。

③ 家族構成において、 Glの学齢人口率が低く労働力人口率が高いが、 G3 は真逆で、 学齢人口

率が高く労働力人口率が低い。 それは、 学齢人口が生産労働の能力を持っていたとしても、 学校に通

いながら生産労働を行う のは困難であると思われ、 特に低学齢人口は、 生活上で労働力人口の世話を
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必要と する可能性があるので、 学齢人口率が高い農家は、 経済活 動に おいて不利 であ る。 従 って、 学

齢人 口率が低く、 労働力人口率が高い農家は、 経済活 動に おいて有利 な立場 に あり、 農村観 光 に 参入

しやすく、 多くの労働力を必要と する農村観 光 事業の経営を選ぶ可能 性が高いと 考え られる。

④ 世帯の経済状況に おいて、 G1 の貯蓄と 家族総 収入が最も多い。 それは、 社会保 障 体 制が不完

全 な 中国農村に おいて、 収入と 貯蓄は相 関しており、 収入が多いほど貯蓄が多いのが一 般的である。

従 って、 貯蓄が多いほど、 創業資金があると 思われ、 創業型参入形態を 選択する可能性が高いと 考え

られる。 ま た、 3 つのグ ループ の 中 で G2 の貯 蓄と 家族総 収入が最も少 ない。 そのため、 より多く

の農外収 入を得るために 、 貯 蓄と 家庭総 収入が相 対的に 高い G3 より、 G2 が積極的に 農村観 光 に 参

入する可能性が高いと 考え られる。 l人あたりの耕地面積に ついては、 G1 が最も少 ない。 それは、

農外就業機会が少 ない農村に おいて、 l人あた りの耕地面積が少 ない農家が、 農外 収入を獲得するた

めに 、 盛 んに なる農村観 光 に 参入しなけ ればならない状況と なっていると 考え られる。 l人あたりの

林地・住宅 面積に ついては、 調査地に おいて、 「桃 ・桜桃 ・葡 萄 狩 り」 が農業体験園 の主な経営内 容

であるため、 経済林地が必要と なっている。 ま た、 民宿 ・飲食庖・ 農家楽を経営するために 、 施設で

ある住宅 が必要であ る。 従 って、 l人あたりの林地・住宅 面積が多い農家が創業型参入形態を選択し

やすいと 考え られる。 私有車の保 有台数に ついては、 G1 が最も多いに対 して、 G2 が最少である。

そこで、 私有車の保 有台数の順位は家 庭総 収入・ 貯蓄の順位 と 一致 していること を注 意してほしい。

中国では、 多くの場合、 自動車の保 有量 が家庭の経済力を顕 すこと である。 私有車がある家庭が、 経

済 的に 余裕 があると 見られている。 これは農村部でも通 用するはずである。 ま た、 農家楽や民宿 を経

営している農家が私有車を持っていれば、 観 光客の送迎ができ 、 経営に も良い影響を与え ると 考え ら

�'L る。

⑤ 世帯の保 有する社会ネ ッ ト ワークに 関して見ると 、 村幹部である親戚と 友人、 金融機関や政府

部門で働く親戚や友人、 中 ・大型観 光 企業で働く親戚と 友人の人数が最も多いのはG1 である。 つま

り、 親戚や友人 を通じて獲得でき る社会関係資本 が最も多いのは、 G1 であること を示している。 具

体的に は、 金融機関で働く親戚を通じて、 農家は創業資 金の調達 が比較 的 容易 で、 き 、 村幹部である親

戚と 友人および政府 部 門 で働く友人を通じて、 優 遇 政 策の利 用機会を獲得する可能性が高くなり、

中 ・大型観 光 企業で働く親戚と 友 人を通じて、 観 光 に 関する最新の情報を得る機会が多くなると 考え

られる 。

4.3 農家の農村観光参入に関 す る決定要 因 分析

4 .3 .1 主成分分析 に よ る 24潜在的影響要 因 の構造 と 指標化

以上の農家特徴の分 析結果をもと に 、 統計上 に 有意差があ る24 変数を農家の就業選択に 与え る潜在

的影響要因と して分 析する。 24潜在的影響要因の構造 を理解 するために 、 主成分分 析を行い、 諸 変数

の主成分 を抽出してから、 指標化をした。 より単 純 かつ明解 に 潜在的影響要因の構造 を 説 明すること

ができ ると 言え る。 主成 分 の抽出に は、 K ai s erの正 規化 を伴 うパ リマッ クス法 に よる直 交 回転 を用

いた。 し たがって、 抽出された主成分 間の R = 0 であり、 全 く多重共線 性の問題 は起 こらない。 ま

た、 負 荷量 の絶 対値が0 .5以上の 変数を重要構成 変数と し、 重要構成 変数に よって抽出された主成分

の意味を定義 した(三 輪 ・ 林、 2015 ;長 命 、 2017) 。

因子分 析結果は表 5 の通 りである。 9 主成分 が析出され、 24 変数で構築される全分散の6 8 . 5%が説

明されている。 因子抽出後の24 変数の共 通性に ついて、 変数「 中 大型観 光 企業で働く親戚の人数」

(0 .459) 以外は全 て0 . 5 より上回っている。 つま り、 各 変数の全分 散の半 分 以上が、 析出された主成

分 に よって説明 されている。 なお、 変数「 中 ・大型観 光 企業で働く親戚の人数」 は、 他の23 変数と 比

べ ると 、 9 主成分 と の関係性が相 対的に 弱 いが、 特定の析出された主成分 (第 4 主成 分) と の関係性
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が強く、 その構成要素 になっており、 9 主成分 を構成 する重 要な変数であると判断 でき る。

第 l主成 分 は、 「戸主の政治身分 (共産党員 ) J r 家族の 中 に共産党員 の有無J r 戸主の学歴J r 平均

学歴」 の4 変数の負 荷 値が正 であり、 値 が0 . 5 より高いので、 重 要説 明変数として負 荷 し てい る。 通

常 、 共産党員 になる条件 として、 平均より高い学歴が要求 されているため、 学歴が高いほど共 産党員

に なれる峨 率が高いと考 え られる。 そのため、 第 l主成分を新しい指標として、 「共 産党関連 度指標」

と名付 けた。 この指標が高いほど、 農家世帯員 の学歴、 および 共産党員 である確率が高いことを意味

している。

第 2 主成 分 は 、 「平均健康状況J í戸主の健康状況J í戸主の年齢」 の 3 変数の負 荷 量 の絶 対値が0 . 5

より高いため、 重 要説 明変 数として負 荷 し ている。 変数 「戸主の年齢」 の負 荷 値 のみ負 であるが、 通

常 、 年齢が高いほど病気 のリスクが高くなり、 健康状況が悪くなる可能性が高いと考 え られる。 その

ため、 第 2 主成 分 を新しい指標として、 「 健康状況指標」 と名付 け た。 この指標が高け れば高いほど、

戸主の年齢が若く、 世帯の健康状況が良 い傾向 があることを示している。

第 3 主成 分は、 「貯蓄J í 家族総 収入J í 私有車保 有台数」 の 3 変数の負 荷量 が0 . 5 より大き いため、

新しい指標として、 「経済 力指標」 と名 付 けた。 この指標が高ければ高いほど、 農家の貯蓄額 、 家族

総 収入、 私有車の保 有台数が多くなる傾向 があることを示している。

第 4 主成 分は、 「金融機関で働く親戚の人数 」 と 「 中 ・大型観光企業で働く親戚の人数 」 の 2 変 数

の負 荷 量 が0 . 5 より高い。 金融機関や 中 ・大型観光企業は村-郷の外部に あるという前 提 があるため、

第 4 主成分 を「親戚の村外 社会ネットワーク指標」 と名 付 けた。 この指標が高いほど、 金融機関と

中 ・大型観光企業で働く農家の親戚人数 が多い、 即 ち 、 農家 が親戚を通 じて獲得でき る村外の社会

ネットワークが多いことを示している。

第 5 主成分 は、 r 1 人あたりの住宅面積J í 世帯規模」 の 2 変数の負 荷 量 の絶対 値 が0 . 5 より大き い

ので、 重 要な説 明変 数として負 荷 している。 変数「世帯規模」 の負 荷 値が負 であり、 同じ住宅面積に

おいて、 世帯規模が大き け れば、 世帯員 l人あたりの住宅面積が当然に小 さくなると考 え られる。 そ

のため、 世帯が所 有している住宅 の面積を代表でき る新しい指標として、 第 3 主成分 を「住宅面積指

標」 と名付 けた。 この指標が高いほど、 世帯規模が小 さく、 世帯所有 の住宅面積が大き いことを示し

ている。

第 6 主成分 は、 「村幹 部である親戚の人数 J í 村幹 部である友人の人数」 の 2 変数の負 荷 量 が0 . 5 よ

り大き いため、 「村内の社会ネットワーク指標」 を表す指標である。 この指標が高ければ高いほど、

村幹 部である農家の親戚と友人の人数 が多くなる傾向 があることを示している。

第 7 主成分 は、 「政府 部門 で働く友人の人数J í 中 -大型観光企業で働く友人の人数J í 友人の人数」

の 3 変数の負 荷量 が0 . 5 より大き いため、 重 要説 明変数 と し て負 荷 している。 そのため、 第 7 主成分

を新しい指標として、 「友人の村外社会ネットワーク指標」 と名 付 け た。 この指標が高いほど、 農家

の友人の人数、 および政府 部 門 や 中 ・大型観光企業で働く友人の人数が多くなることを示している。

つま り、 こ の指標が高けれ ば 高いほど、 農 家 が友人を通じて獲得 でき る村タ件土 会ネットワークが多く

なることを意味 している。

第 8 主成 分 は、 í 1 人当たりの耕地面積 J í戸主の農業従事状況」 の 2 変数の負 荷 量 が0 . 5 より大き

いため、 新しい指標とし て、 第 8 主成 分 を「農業依存 度指標」 と名付 け た。 この指標が高け れば高い

ほど、 農家の l人あたりの耕地面積が多く、 戸主が農業に 従事する傾向 が強いことを示している。

第 9 主成 分 は、 「学齢人口率J í 労働力人口 率J の 2 変数の負 荷量 の絶 対値が0 .5 より大いため、 重

要説 明変数として負 荷 し ている。 「学齢人口率J の負 荷量 が負 であるが、 「労働力人口率」 の負 荷 値が

正 であるため、 「労働力指標」 を表す指標である。 この指標が高いほど、 農家 世帯の労働力人口 率が

高く、 学齢人口率が低い傾向 があることを示し ている。

-1 2 ー 中 国 農 村 貧 困 地 域 に お け る 農 家 の 農村観光参入 に関す る 決定要 因分析



表 5 潜在影響要 因 の 主成分分析

変般名 共通性
因子抽 出 後

戸 主 の 政 治 身 分 A
0 . 8 7 9  ( 共産党員)

家 飯 田 '" に 共 産党の
0 . 8 7 8  有 無

戸 主 由学墜 0 . 72 8 

平 均 学 歴 0 . 6 6 7 

平 均健康状現 0 . 7 5 7  

戸 主 田 健 鹿 状;)1 0 . 7 3 9  

戸 主 由 匁 齢 0 . 5 8 7  

貯金 ( 元 ) 0 . 6 6 7  

2 0 1 9 盗事 的 農家蛇収入 0 . 7 3 4  

私有事保有台数 0. 5 1 4  

金融磁闘で幽 〈 親戚
0 . 6 2 0 

白 人 数

中 、 大型回先企業で 0. 459 
勘 〈 親 戚 白 人 数

1 人 当 た り の住 宅 蘭
0 . 6 8 0  祖

健全事特捜繍 0 . 7 9 6 

村 総 剖 で あ る輯威由
0 . 6 5 5  

人敏

村 総 部 で あ る 友 人 目

人被
0 . 5 2 8  

量生 府 御 門 で 幽 〈 友 人
0 . 700 

白 人 殺

中 大型岨先企 集 で
0 . 6 5 7  

働 〈 友 人 白 人 数

友 人 的 人 敏 0 . 6 8 6  

1 人 当 た り の 緋地通
0 . 7 1 5 祖

戸 主 的 畠 案提 事 状 現 0 . 6 6 0  

3 人 当 た り の 株lt!!面
0 . 5 6 6  瞳

学齢人 口 事 0 . 8 2 2  

労働 力 人 口 皐 0 . 7 5 5  

固有値

寄与率

累積率

因子抽出注 主成分分析

共産党関連 健康状況

置微爆 I�II 

!L...2l且 -0. 0 1 3  

仏且虫且 o 0 2 2  

止_ôll o 2 7 3  

ILID o 3 7 1  

o 0 8 3  仏』主主

0 . 04 7 lLli且

-0. 0 5 3  ゴLOQ2.

0 . 0 6 4  o 0 1 3  

0 ， 2 1 7 0 . 2 5 7  

o 0 0 7  0 . 2 3 5  

必0 . 0 3 3 -0 . 0 3 2  

0 . 0 6 8  -0 . 0 9 1  

0 . 0 2 8  o 0 2 7  

0 . 0 1 1  0 . 1 1 6  

0 . 1 3 1  0 . 0 9 0 

0 . 0 7 5  o 0 6 5  

0 . 0 0 6  0 . 0 0 6  

ーo 0 2 8  o 0 5 0  

0 . 0 7 3 -0 . 0 04 

-0 . 1 05 問。 1 1 7

冊。 0 7 5 o 0 5 3  

0 . 1 05 0 . 0 6 9  

開0 . 0 2 2 0 . 1 46 

0 . 1 3 6  o 3 8 8  

2 . 42 9 2 . 1 7 5 

1 0 . 1 2 3 9 . 0 6 2  

1 0  1 2 3 1 9  1 85 

回配浅 Ka r s e r 由正続化 を 伴 う パ リ マ ッ ク ス 法
a . 1 3 1IDの反 復 で回転が坂東 し ま し た .

出 所 ア ン ケ ー ト 調査 に よ る 筆者作成

軽 済 力

抽練

-0 . 00 5 

0 . 005 

0 . 2 1 3  

0 . 2 8 5 

0 . 1 9 4 

0 . 0 5 1 

-0 . 0 2 4  

主.l2!!

IU.姐

仏4主且

0 . 064 

0 . 1 0 7 

0 . 1 84 

0 . 3 3 5  

0 . 1 08 

0 . 0 2 9  

0 . 0 9 8 

0 . 023 

0 . 0 9 9  

明 。 0 4 1

- 0 . 200 

-0 . 39 2  

-0 . 0 1 5 

0 . 2 2 9  

1 . 9 1 2  

7 . 9 6 6  

2 7 . 1 5 1  

親層建白村外 住宅箇輔 村 内 友 人 田 村 外 a農家依存直
社ワ 会ーネク 惜ッ 4トI 抱楓 社つ 会 ネク S

ッ別ト事 社つ 会ー ネク指ッ 4ト票 指標 労闘力 指棟

-0 . 06 1  

- 0 . 0 4 4  

o 2 7 4  

0 . 2 8 1  

-0 . 046 

-0 . 1 2 5 

ーo 4 5 9  

o 1 00 

o 2 9 5  

0 . 004 

Il..lli 

仏..lli

-0 . 0 0 2  

0 . 1 7 8 

0 . 1 4 5 

0 . 088 

-0 . 1 0 5  

0 . 2 78 

o 4 2 4  

-0 . 084  

情。 1 6 3

o 1 3 8  

0 . 1 2 6 

o 2 1 4  

1 .  8 1 7  

7 . 5 7 1  

3 4 . 7 2 2  

0 . 0 5 9  o 1 7 9 o 0 4 5  -0 0 8 4  0 . 0 5 3  

o 0 7 5  0 . 2 0 5  o 0 1 9  - 0  0 9 1  0 . 1 00 

0 . 2 8 3  - 0 . 2 0 5  - 0  1 03 -0 09 4  - 0 . 0 9 3  

0 . 2 9 0  甲0 . 1 2 8 -0  0 5 6  o 0 4 6  0 . 0 0 5  

0 . 0 4 4  0 . 0 9 1  o 0 5 7  o 0 3 5  帽 0 . 0 4 1

一o 0 7 9  0 . 1 77 o 0 1 7  0 . 1 3 1  0 . 0 1 3  

0 . 1 1 3  0 . 3 1 5  o 0 4 4  o 0 0 4  -0 . 0 9 1  

o 0 1 8  0 . 1 89 o 0 1 5  - 0  0 9 6  0 . 2 7 6  

ω0. 2 5 7  0 . 0 99 o 0 3 7  - 0  1 65 0 . 1 2 9  

0 . 1 85 Q . OOl  o 1 93 -0  042  -0 . 1 6 7 

- 0 . 0 6 3  0 . 0 9 4  o 1 6 1  ー0. 1 38 ゐ0 . 0 5 3

- 0 . 0 0 8  0 . 2 7 2  o 0 3 2  -0 1 49 0 . 0 2 0  

仏」説 0 . 1 24 -0 0 2 9  -0 0 4 9  0 . 0 9 9  

ニι」車工 -0 . 0 7 2  伊o 029 -0 . 078 - 0 . 1 9 6 

0 . 0 7 6  立」且且 -0. 0 0 7  o 0 1 3  日0. 0 1 5

0 . 0 9 3  ι..fIl阜 Q . 1 46 -0  1 30 0 . 0 4 6  

- 0 . 0 0 7  o 065 仏』且A 時0. 1 6 1 0 . 0 6 0  

0 . 0 1 1 0 . 0 3 8  lL1主且 o 1 0 7  - 0 . 0 1 5  

-0 . 0 8 0  0 . 4 0 9 仏」足立 o 2 4 1  0 . 0 7 2  

0 . 2 3 0  -0 1 2 7  - 0  0 9 2  弘.lll 0 . 0 0 2  

ー0 . 1 8 8 0 . 047 -0 1 54 lL1主主 0 . 0 1 2  

0 . 2 8 7  0 ， 1 66 0 . 0 2 2  -0 . 4 1 9  0 . 30 3  

問 。 2 1 5 時 0 . 1 1 3 ー 0 . 0 3 3 o 1 00 ::JUl1且

0 . 0 6 8  - 0 . 2 0 1  0 . 0 6 7  o 1 76 仏_i1阜

1 . 7 4 5  1 .  7 4 4  1 6 0 9  1 590 1 . 4 2 7  

7 . 2 7 0  7 . 2 6 7  6 7 0 5  6 6 2 4  5 . 9 4 7  

4 1 . 9 9 3  4 9 . 2 6 0  5 5  9 6 5  6 2  5 8 9  68 . 5 3 6  
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4 .3 .2 析 出 し た 9 潜在的影響要因 に 基 づ く 分析仮説

農家にとって、 「創業型J 1 非創業型J 1 非参入」 といった3 つの選択肢 があるため、 多項 ロジ ス

テ ィ ッ ク回帰 分 析を採 用する。 なお、 本 研究の主な研究目 的は、 如 何に農家を創業型参入形態で農村

観光を参入させるかにある。 そのため、 創業型を選んだ G1 を基準にし、 主成分 分 析で抽出した新

たな指標を潜在的影響要因として、 分 析を行い、 実際 に働いている影響要因を明らかにする。 また、

9 個の潜在的影響要因は、 主成分 分 析で析出された新たな指標であるため、 諸 変数 問に多重共線 性が

生じることが回避でき た。

中央集 権制が敷 かれる 中国において、 共 産党員 であれば、 あらゆ る面で優遇 されるため、 農家と共

産党の関連度が高ければ、 創業しゃ いと考え られる。 したがって、 仮説 I 共 産党関連 度指標は、

G2 ・G3 を問わず、 「創業型参入形態」 の選択に近づ く効果があると設定した。

一般的には、 良い健康状況で、 あれば、 経済活動に良い影響を与え ると考え られるが、 就業選択にど

のような影響を与え るのか不明である。 したがって、 仮説 2 健康状況指標は、 G2 . G 3 に影響を

与え ると設定 し た。

通 常 では、 経済力があることが十 分 な資金を持っていると思われる。 そのため、 経済力のある農家

ほど、 創業資金が十 分 あ り 、 創業しやすいと考え られる。 したがって、 仮 説 3 : 経済力指標は、

G2 . G3 を問わず「創業型参入形態」 の選択に近づ く効果があると設定した。

都 会でも、 農村でも、 「コ ネ 社会と呼 ばれる」 中国において、 社 会ネ ッ トワークを持つほど、 あら

ゆ る面で成功 しやすいという認 識 がある。 そのため、 仮 説 6 ・ 村 内の社会ネ ッ トワーク指標は、

G2 ・G3 を問わず、 「創業型参入形態」 の選択に近づ く効果があると設定した。 また、 張 ら(1999 ; 

2001 ) によれば 、 親戚から獲得した支援 が非常 に重要 な機能を担 うことは都市 ・ 農村に共 通 である。

特に親戚から獲得した経済支援 の重要な役 割を果たす のは、 農村部において顕著で、 あるとの指摘があ

る。 張 らの観 点から、 友人より親戚から獲得した社会ネ ッ トワークの影響が強い と推察 でき る。 従っ

て、 仮 説 4 と 7 : 村ー 外社会ネ ッ トワークに関しては、 G2 . G 3 に問わず、 親戚の村 外社会ネ ッ ト

ワーク指標も友人の村外社会ネ ッ トワーク指標も農家の選択に影響を与え る。 しかも、 親戚の村外社

会ネ ッ トワーク指標の影響は強いであると設定した。

調査地において、 農家は自らの住宅 をサービス提供 する施設として、 農家民泊 ・飲食庖 ・農家楽を

経営している。 住宅 面積が大き け れば、 住宅 を改造 し観光客を受け 入れる施設にする傾向にあると考

え られる。 したがって、 仮説 5 ・ 住宅 面積 指標は、 G2 ・G3 を問わず、 「創業型参入形態」 の選択に

近づ く効果があると設定した。

農業依存 度が高ければ高いほど、 土 地から離れる可能性 が低くなると考え られる。 土 地から離れず

により多くの収入を獲得す るため、 盛 んでいる農村観 光 への参入が良い選択であることを考え られ

る。 しかしながら、 「創業型参入形態」 の選択に近づ く効果か遠 ざ かる効果か不明である。 したがっ

て、 仮説 8 農業依存 度は 、 G2 . G3 に影響を与え ると設定した。

一戸 の農家には労働力人口 が多ければ多いほど、 ある意味で、余剰 労働力がある可能性が高いと言え

る。 農村観光が流 行している 地域において、 労働人口 が多い農家は、 余剰 労働力を農村観光業に振 り

分 ける可 能性が高くなると思われる。 つ まり、 G3 に対して、 非参入農家から参入農家に 変換 する可

能性が高くなる一方、 参入農家である G2 に対して、 労働力の量 を要求 してい る G1 に転換 する可

能性が高くなると考え られる。 したがって、 仮説 9 労働力 指標に関しては、 G2 に影響を与え る。

G3 に「創業型参入形態」 の選択に近づ く効果があると設定した。

4 .3 .3 推定結果

「モ デ ル適合情報」 は、 モ デ ルの当 てはまり の良 さを示す情報である。 検定の結果が「尤度 比検定」

の欄 に示されている通 り 、 有意確率は0 . 1%よりも小 さいため、 このモ デ ルが当 ては ま り の良 いモ デ
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ルであると判 断 でき る。

表7 は G2 と G3 の多項 ロジ ッ トモ デ ルの推 定結果

である。 9 個の潜在的影響要因 の 中 に、 「友人の村外社

会ネ ッ トワーク指標」 のみ有 意 でない(PC 2 = 0 . 414 ; 

PC 3 = 0 . 195) 。 残り 8 変 数 は、 G2 と G3 のいずれかに

有 意 である。

「共 産 党関連 度指 標」 は、 G2 に対 して有 意 で な く

(PC 2 = 0 . 103) 、 G3 に対 して負 で有 意 で

あ る(PC 3 = 0 .195. 係数 B = 一 0 . 510) た

め、 G3 の参入形態 選択の影響要因 である

と判 断 でき る。 この結果 は、 「共 産 党関連

度指標」 が高いほど、 G3 は非参 入形態を

選ぶより、 創業型参入形態を選ぶ確率が高

くなると意味 をしている。 それに 対 して、

G2 にとっ て、 共 産 党関連度指標がいくら

高くなっ ても、 現在の非創業型参入形態か

ら創業型参入形態 を選ぶ確率に影響を与え

ないことを意味 している。

「健康 状況指標」 は、 G2 と G3 に対 し

て、 同じく負 で有意 でユ ある(PC 2 = 0 . 082. 

係 数 B = 一 0 .403 ;PC 3 = 0 . 195， 係 数 B =

0 . 416) ため、 G2 と G3 の参入形態選

択の影響要因 であると判 断 でき る。 この結

果 は、 G2 .  G 3 を問 わずに、 「共 産 党関連

潜在的影響要因

切 片

共 産 党 関 連 度 指

4車

健 康 状 況 指 様

経済 力 指標

観戚 の 村 外社会

ネ ッ ト ワ ー ク

;旨標

住 宅 面 積 指 標

村 内 幸士 会 ネ ッ ト

つ ー ク 指標

友 人 の 村外社会

ネ ッ ト ワ ー ク

指標

農 業依存度指標

労働 力 指標

表 6 モ テ ル適合情報

表 7 パ ラ メ ー タ 推定値
目 皐 1%有意 *"'5%有意 志 10%有意

非 創 業 裂 農 家 ( G2 ) 非 参 入 農 家 ( G3 )

自 有意確率 B 有意lil率

- 0 . 2 5 5  O .  2 7 3  0 . 4 5 8  0 . 0 2 2本 *

一 0 . 3 1 7 0 . 1 0 3 ー0 . 5 1 0 0 . 0 0 1 * * キ

ー 0 . 4 0 3 0 . 0 8 2 * - 0 . 4 1 6  0 . 0 6 0 ホ

ー 1 . 5 8 3 0 . 0 0 0本 * キ 時 1 . 3 1 6  0 . 0 0 0 * 本 *

- 0 . 8 9 6  0 . 0 0 0 本 事 * - 1 . 2 4 5  0 . 0 0 0 本 本 *

o 3 5 3  0 . 0 7 0 本 - 0 . 0 8 7  o 6 1 7  

- 0 .  2 9 8  0 . 1 6 3 - 0 . 5 6 1  o 0 0 4本キ*

但 0 . 2 8 5 0 . 4 1 4 - 0 . 3 8 0  0 . 1 9 5 

1 . 1 8 1  O .  0 0 0* 本 本 1 . 3 2 0  0 . 0 0 0*ホ本

- 0 . 6 7 7  0 . 0 0 1 * * 本 ー0 . 8 6 7 o 0 0 0本事*

度指標」 が高いほど、 G2 も G3 も現在の
a 参 照 カ テ ゴ リ は 創業型農家 (G1 ) です。

出所 筆者作成
参入形態に比べ て、 創業型参入形態を選ぶ

確率が高くなることを意味 している。

「 経済力指標」 は、 G2 と G3 に 対 して、 同 じ く負 で有 意である(PC 2 = 0 . 000. 係数 B = - 1 . 583 ; 

PC 3 = 0 . 000. 係数 B = - 1 . 316) ため、 G2 と G3 の参 入形態選択の影響要因 であると判 断 でき る。

この結果 は、 G2 . G 3 を問 わずに、 「経済力指標」 が高いほど、 G2 も G3 も現在の参 入形態に比べ

て、 創業型参入形態を選ぶ確率が高くなることを意味 している。

「親戚の村 外社会ネ ッ トワ ーク指標」 は、 G2 と G3 に対 して、 同じく負 で有 意 で、 ある(PC 2 = 

0 . 000. 係 数 B = 一 0 . 896 ; PC 3 = 0 . 000. 係 数 B = - 1 . 245) ため、 G2 と G3 の参入形態選択の影響

要因 であると判 断 でき る。 この結果 は、 G2 .  G3 を問 わず、 「親戚の村外社会ネ ッ トワーク指標」 が

高いほど、 G2 も G3 も現在の参入形態から、 創業型参入形態に転換 しや すいことを意味 している。

それに反して、 「友人 の村外社会ネ ッ トワーク指標」 は G2 (PC 2  = 0 . 414) と G3 (PC 3  = 0 . 195) 

に対 して、 どれに対 しで も有意 でない。 また、 社会ネ ッ トワークに属している「村内 社会ネ ッ トワー

ク指標」 に関して、 G2 に対 して、 有 意 でなく(PC 2 = 0 . 163) 、 G3 に対 して、 負 で有 意 である

(PC 3  = 0 . 004. 係 数 B = 一 0 . 561 ) ため、 G3 の参入形態選択の影響要因 であると 判 断 でき る。 この

結果 は、 「村内 社会ネ ッ トワーク指標」 が高いほど、 G3 は現在の非参入形態から創業型参入形態に

転換 しや すいが、 G2 に影響を与え ないことを意味 している。

「住宅面積指標」 は 、 G2 に対 して正 で有 意である(PC 2 = 0 . 070. 係数 B = 0 .353) が、 G3 に対 し
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て有意でない(PC 3 = 0 . 617 ) ため、 G2 の参入 形態選択の影響要因 であると判断 でき る。 こ の結 果

は、 「住宅 面積指標j が高いほ ど、 G2 は現在の非創業型就業を選択よ り 、 創業型参入 形態を選ぶ確

率が低くなると意味 をしている。

「農業依 存 度指標」 は、 G2 と G3 に対 して、 同 じく正 で有意である(PC 2 = 0 . 000. 係 数B =

1 .1 81 ; PC 3 = 0 . 000. 係数B = 1 . 320 )、 G2 と G3 の参入形態選択の影響要因 であると判断 でき る。

こ の結 果 は、 G2 . G3 を問わ ず「農業依存 度指標」 が高いほ ど、 G2 も G3 も現在の参入 形態に比べ

て、 創業型参入形態を選ぶ確 率が低くなるこ とを意味 している。

「労働力指標」は、 G2 と G3 に対 して、 同じく負 で有意である(PC 2 = 0 .001. 係 数B = 一 0 .677 ; 

PC 3 = 0 000. 係数B = - 0 .867 ) ため、 G2 と G3 の参入 形態選択の影響要因 であると判断 でき る。

こ の結 果 は、 G2 . G3 を問わ ず に、 「労働力指標」 が高いほ ど、 G2 も G3 も現在の参入 形態に比べ

て、 創業型参入 形態を選ぶ確 率が高くなるこ とを意味 している。

V. 終 わ り に

以 上の分 析結 果 から、 以 下 の諸 点を指摘するこ とができ る。

「共 産党関連度指標」 に関しては、 調 査 地では国営の風景 区 や私営のホ テ ル・ 療養所 でア ルバイ ト

するこ とは、 殆 ど村行政(行政で仕 事する人は共 産党員であるという認識 がある) の紹介 ・手 配を通

じて、 実現され ている。 つまり 、 非創業型農家は現有の共 産党のコ ネ クション を利用するこ とによっ

て、 非創業型参入 形態で農村観光への参入を実現したと考え られる。 その際 に非創業型を選択してい

なかっ たのは、 共 産党関 連度でなく、 他 に原 因 があると考え られる。

「健康状況指標j に関しては、 調査地において、 臨時販売や 期間的の被 雇用(非創業型参入 形態)

と比べ ると、 農村観光事業を経営するこ と(創業型参入 形態) は継続 的な経済活 動であると言え る。

そのため、 世帯の健康状況が要求 されるこ とが多く、 非創業型農家でも、 非参入 農家でも、 創業型農

家に転換 でき るかどうかは、 世 帯の健 康状態によっ て左右 され ると考え られ る。

「経済 力指標」 に関しては、 仮説 3 を検証 するこ とができ たといえ る。 経済力があるというのは、

充 分の創業資金を持っ ていると理解 し で も良 い。 つまり 、 経済力があるほ ど、 非創業型農家も非参入

型農家も現在の参入形態から創業型参入形態に転換 しやすいと考え られる。

社会ネ ッ トワークに関している諸 指標 は、 「友人の村外社会ネ ッ ト ワーク指標」が、 非創業農家に

おいても、 非参入 農家においても、 有意ではないこ とが、 仮説 7 の「親戚の村外社会ネ ッ ト ワーク指

標の影響は強いである」 を検証 するこ とができ たと言え る。 確 かに 、 都市 化によっ て農民の個人生活

要求 が高まる 中 で、 だんだん形成されている友人ネ ッ トワークの重 要性を無視するこ とができ ない。

しかし、 都市 化あまり されていない貧 困地域において、 地縁 ・ 血縁 から構築されたネ ッ ト ワークとの

方が依然、 として強い紐帯であると言え 、 友人ネ ッ ト ワークの効果 がまた弱 いであると考え られ る。 ま

た「村内社会ネ ッ ト ワーク指標」 に関し ては、 有意かどうかの結 果 において、 「村内社会 ネ ッ ト ワー

ク指標」 の結果 は「共 産党関連度指標」 の結果 と同じである。 なぜ なら、 こ の指標の主 な意思は 「 村

幹部である親戚および友人の人数」であり 、 「村幹部」は村行政の一つであるため、 こ の親戚と友人

で構築された「社会ネ ッ ト ワーク指標」が、 世帯員で構築され たネッ ト ワークといえ る「共 産党関連

度指標J は同 じ機能を果 たしていると考え られる。

「住宅 面積指標」 に関しては、 仮説 と反 している。 こ の指標の構成要素 を見れば、 1 1 人あたり の住

宅 面積」 および 「 世帯規模」 が主 な構成要素 である。 世帯規模と一 人当たり の住宅 面積 が連動してい

るため、 世帯規模が大き け れば大ほ ど、 一人あたり の住宅 面積が小 さくなるのは当然で、 ある。 分 析結

果 は仮説 と反しているのが、 調 査地は非常 に貧 困 な村であ り 、 農村観光事業の規模が極 めて小 さいた
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め、 世帯規模 が大き く、 住宅面積が小 さい方 がより迅速かっ効率的に農村観光事業を立ち 上 げ ら れる

と考え られる。

「農業依存 度指標 」 に関しては、 調査地 では、 農業を従事しながら、 他の仕事 を従事するのは 一般

的な働くパ タ ーン である。 作 業時間の大部分 を農作 業に使え ば、 農村観光業に使え る時間は少 なくな

ると考え ら れる。 特に、 人力と時間が必要としている農村観光事業の経 営は、 農業から離 れ、 時 間の

余裕 があれば 、 創 業型参 入形態で農村観光に参 入しやすく なると考え られる。

「労働力指標 」に関しては、 仮説 9 を検証 することができ たと言え る。 労働人口 が多いほど、 効率

的かつ合理的に生 産現場 に労働力を配置 する可能性 が高い。 そのため、 農村観光が流 行している地域

において、 農村観光に参入 することが、 農外 収入を獲得 するための良い選択 であると思 わ れ、 労働力

が多いほど、 農村観光業に労働力を振 り分 け る可能性が高くなると考え ら れる。

参考文献

日 本語文献 ( ア イ ウ エ オ jllN )

池本幸生 「 ケ イ パ ビ リ テ イ か ら 見 た 貧 困 削 減 の た め の 開 発」 、 『立命 館大学 人 文科学研究所紀要J VoL 8 9 、 2007

年 、 pp 113 -1 48 

大橋昭一 rl貧困 克服」 の た め の サ ス テ ィ ナ ブ ル ツ ー リ ズ ム j r観光学J VoL 18 、 和 歌 山 大学観光学 会 、 2018 年

梶谷懐 、 ノト 原 恵 里 香 「 農 民 の 就業選択行動 と 土 地経営権 四 川 省 漸江省 の 農 家 み く る デー タ 分析 か ら J r 中 国

経済研究J VoL 8 (1 ) 、 2011 年 、 pp 21-37 

楽 君 傑 「 中 国 沿海農村 に お け る 労働 力 外 出 の 決定 i折江 省、 舟 山 市宮 門 村 の 事例 を 中 心 と し て J r ア ジ ア 研究j

VoL 48 (4) 、 200 2年 、 pp 3 2-50 

楽 君 傑 「 中 国 沿海地域 に お け る 農村 既婚女性の就業行動 に 関 す る 分析J r ア ジ ア 研 究J VoL  50 (4) 、 200 4年、 pp

20 -37 

清成忠男 、 田 中 利 見 、 港徹雄 『 中 小 企 業論』 有 斐 閣 、 1 996 年

高寺套一郎 『 貧 困 克 服 の た め の ツ ー リ ズ ム Pro-poor-tourismJ 古今書 院 、 200 4年

長命洋佑 『酪農経営 の 変 化 と 食料 ・ 環境政策一中 圏 内 モ ン ゴ ル 自 治 区 を 対象 と し て j 養 賢 堂 、 2017 年

巴 芳 「 中 国 に お け る 社 会 ネ ッ ト ワ ー ク 研 究 の 進 展 と そ の 変 化 伝統的 ネ ッ ト ワ ー ク か ら 趣 味 ネ ッ ト ワ ー ク へ」

『同志社大学学術 リ ポ ジ ト リ j VoL 1 4 、 2010 年 、 p 17 -29 

ffiì吉 「旅遊扶貧 (Pro-Poor Tourism) の 英語文献 と 中 国 語文献 に 関 す る 計 量分析J r龍 谷大学経済学論集J Vol 

59 (2) 、 20 20 年 、 pp 53 -66 

溝 口 自 己 「 中 国 非正規就業 の 問 題 と 特徴J r宇野理論 を 現代 に ど う 活 か す かJ Newsletter VoL 2 (7 ) 、 通 巻1 9号 、

working Paper Series 2-7 -7 、 201 2年

三輪哲 ・ 林雄亮 rspss に よ る 応 用 多 変量 解析j Ohmsha 、 201 5年

山 村 高 淑 「 中 国 農 村 部 に お け る 集落観光の 開 発方式 と 住民参与 雲南省麗江納西族 自 治 県 黄 山 郷 白 華行政村の事

例J r国立民族学博物館調 査報告J VoL  51 、 200 4年 、 pp 13 -51 

柳容 『 中 国 に お け る 旅遊扶貧戦略の研究j 同 志社大学 、 博士論文 ( 商学) 、 2018 年

中 国語文献 ( ピ ン イ ン 順)

程 麗 、 子 晩 宇 、 謝雨杉、 李 強 「新津梨花渓郷村旅遊 農 家 参与状況 及 影響 因 素 的 実証分析J r湖 北 農 業科学J Vol 

54 (20 ) 、 201 5年 、 pp 18 9-1 92 

費孝通 『郷土 中 国』 三朕書庖 、 1 98 5年

付 景 保 、 高 軍 i皮 Ií大牛 山 世 界 地 質 公 園 旅 遊 資 源 開 発研究一基子可持続発展戦略視 角 J r 国 土 資源科技管理J Vol 

29 (5) 、 201 2 年 、 pp 49-54 

郭為 、 歴 新 建 、 許珂 「被忽視 的 真 実 力 量 旅遊非正規就業 及 其投動 効応、 J r1J定遊 学干11 J VoL 29 (8 ) 、 2014 年 、 pp

70 -7 9  

龍谷大学大学 院 経済研究 No. 21 ー17一



蒋 乃 華 、 下 智 勇 「 社 会 資 本対農村労働 力 非 農 就業 的 影響ー来 自 江蘇 省 的 実証J r管理世界J Vol. 1 2 、 200 7年 、 pp

1 58 -1 59 

戸 沖 、 耳k宝江 、 荘 天 恵 「 毅 区 貧 困 農牧民参与旅遊扶 貧 的 意 願 及 行 為 研究J r旅遊扶貧学干IJ J Vol32 (1 ) 、 201 7年 、

pp 6 4-76 

『洛陽 日 報J 201 3年 4 月1 5 日

仇志敏、 沈蘇彦 「社 区 居民参与郷 村 旅 遊 的 意願 及 影 響 因 素研究J r南京暁荘学 院学報J Vol. 32  (4) 、 20 16 年 、 pp

111 -11 5 

汝 陽 県扶貧 開 発弁 公室編 『汝陽県扶貧開 発弁公室文件J 2006 年24号

孫 健 、 周 欣 、 王冬泥 「社会網絡対 農民創業 的影響J r技術経済J Vol .  35 (9) 、 2016 年 、 pp 78 -98 

石丹漸 、 頼徳勝 「 自 己 雇 用 問 題研究進展J r経済学動態J Vol. 10 、 201 3年 、 pp 1 43-1 51 

玉栄 来 、 伊l 暁 林 、 楊 延 哲 、 林富瑞 「 河 南 省 農 村 貧 困 人 口 分布特徴与扶貧対策J r地域研究与 開 発J Vol. 1 9  ( 1 ) 、

2000 年 、 pp 92-94 

許珂 『基子就業者 角 度 的 旅遊非創業型 自 我就業 的 原 因 研究j 青 島 大 学 、 修士論文 ( 旅遊管理) 、 20 15年

張彦 「非正規就業 概念緋析及価値考量J r南京社会科学j Vol. 4 、 2010 年 、 pp 62-68 

朱 扇 、 胡 静 、 許 賢 業 「 中 国 旅 遊 扶 貧 空 間 分 布 格 局 及 成 因 J r 中 国 人 口 ・ 資 源 与 環境J Vol. 26 (11 ) 、 20 16 年 、 pp

1 30 -1 38 

周 欣 、 孫 健 、 王康 「 農 民 非 農 就 業 機 会 獲 得一基 子 社 会 綱 絡 的 視 角 J r経 済 体 制 改 革J Vol. 3 、 2016 年 、 pp 95-

100 

英語文献 ( ア ル フ ァ ベ ッ ト 順)

T. J Devine (1 994) Changes in wage-and-salary Retu円1S to Skill and the Recent Rise in Female Self 

Emρloyment， [J] The American Economic Review， Vol. 8 4  (2)， pp 108 -11 3 

T. Frye， E. Zhuravskaya (2000 ) Rackets， regulation， and the rule 01 laω， [] ] ]ournal of law， Economics and 

Organization. Vol. 16 (2)， pp 478 -50 2 

A. Henley (200 21Tob creation by the selfemployed: the roles 01 ent開P何neurial and linancial capital ， 日] Small 

Business Economices. Vol. 25， pp 1 75-1 96 

S. Mohapatra， S. Rozelle， R. Goodhue (2007 ) The Rise ol Selfemρloy問ent in Rural China: Developmeηt or 

Distress， 日] World Development Vol. 35 (1 )， pp 163-181 

A. Portes ( 1998)Social capital: Jts origins and a伸lications in m ode門1 sociology ， [J] Annual Review of Sociology， 

Vol. 24， pp 1 -24 

G. de Wit， J de Kok (201 4)Do small businesses create more than jobs ? New evideηce lor Europe， 日] Small 

Business Economices， Vol. 42， pp 28 3-295 

J Zhang， L. Zhang， S. Rozelle， S. Boucher (2006 )Seif←employment with Chinese characteristics: The lorgotten 

engine 01 rural China 's groωth ， []] Contemporary Economic Policy， Vol. 24 (3)， pp 446 -458 

X. B. Zhang， G. Li (200 3) Does Guanxi Malter ω Nonlarm emρloyment， 口] ]ournal of Comparative Economics， 

Vol. 31 (2)， pp 31 5-331 

-18 一 中 国 農村 貧 困 地 域 に お け る 農 家 の 農村観光参入 に 関 す る 決定要 因 分 析


